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所 管 事 務 調 査 報 告 

 

 平成２８年 ２ 月２４日 

                   薩摩川内市議会総務文教委員会    

                   委員長  持 原 秀 行 

１ 調査事項 

⑴ 市税の賦課徴収について  

⑵ 学校教育について 

⑶ 防災行政について 

２ 調査先 

  千葉県船橋市、東京都品川区、東京都板橋区 

３ 調査日 

  １１月４日から６日まで（３日間） 

４ 出席委員 

  持原委員長、帯田副委員長、井上委員、佃委員、今塩屋委員、福元委員、徳

永委員 

５ 調査目的 

市税やその他公金の滞納額縮減と効率的・効果的な徴収のための公金徴収一

元化と、本市が進めている小中一貫教育と防災センター整備の取組について、

先進地の状況を調査し、本市における今後の施策展開の課題等を調査する。 

６ 調査概要 

⑴ 公金徴収一元化の取組について（千葉県船橋市） 

   船橋市の滞納繰越額は平成１０年度に１００億円を超え、市税徴収率も平

成１２年度には８８．７８％まで落ち込んだことから、市税滞納整理システ

ムの構築のほか、徹底的な債権差押え、延滞金の完全徴収、非効率な臨戸徴

収から滞納者の来庁を促すなど徴収強化に取り組み、平成２１年度には、市

税徴収率９４．１７％、滞納繰越額５４億９，０００万円となった。 

   一方で、市税以外の公金については、所管課が通常業務に追われ、徴収に

まで手が回らないことなどの理由から、収入未済額、不納欠損額ともに年々

増加し、また、滞納者が複数の公金を滞納している場合であっても、所管課

ごとに時効中断が行われていることなどの課題も残った。 

 このため、市税のほか国民健康保険料、介護保険料、保育料など九つの滞

納分の強制徴収公債権を、平成２０年４月から税務部納税課内の債権回収対

策班に移管し、徴収を一元的に行う取組が始まった。 

 その後、市税滞納整理システムと市税以外の公金所管課の独自システムが

統合され、滞納者の全債権に対して折衝が可能となったことから、一元徴収

後の４年間で、９億円以上を回収することができたとのことであった。  

 平成２３年度には、公営住宅使用料など非強制徴収公債権と私債権の徴収

の一元化を開始し、債権管理条例も定めた。同条例では、公債権の延滞金利
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を年１４．６％に統一し、また、生活困窮者等に対する債権放棄の要件も厳

格に定め、議会の議決を要せずに債権放棄できることとなった。 

⑵ 小中一貫教育について（東京都品川区） 

   品川区では、全ての区立小中学校において、施設一体型と施設分離型の二

つの形態で小中一貫教育が行われているが、今回は平成１９年４月に開校し

た施設一体型の伊藤学園を視察した。 

   同学園は、児童・生徒数１，０６８人、職員数６３人で、校舎は５階建て

となっている。校舎中央には通路とその両側に各学年の教室と図書室などを

配置し、通路は広くオープン教室などにも利用されているほか、校舎内には

大小二つのアリーナと水深調整可能なプールが設置されている。 

品川区の小中一貫教育は、１年生から４年生で基礎・基本の定着を図り、

５年生から７年生は基礎・基本の徹底に重点を置き、８年生と９年生は生徒

の個性・能力を十分に伸ばす指導を行うとともに、１年生から「英語科」や 

社会性を身に付けることなどを目標とした体験活動中心の独自教科「市民科」

が実施されている。 

   また、同学園では、異学年交流や発達段階に合わせた生活指導が行われ、

さらに、小中とも同じ施設内で系統的に学習が行われることから、教師も他

学年の授業内容に関心を持ち、９年間の課程を見通した系統的な教育ができ

ているとの説明があった。 

 ⑶ 新防災センターについて（東京都板橋区） 

板橋区では、昭和６２年に設置した防災センターの設備等が老朽化し、災

害発生時に十分な機能が発揮できず、迅速な初動態勢が確立できない恐れが

出てきたことから、平成２６年１１月に新防災センターを整備した。 

同センターには、災害対策本部室のほか、情報システム室、同報系無線室、

本部要員待機室等が同じ階に配置され、災害対策関係者の動線が最短化され

ている。また、震度７の地震を想定した免震構造を採用し、飲料水を確保す

るための受水槽のほか緊急汚水槽も設置されていた。さらに、豪雨で冠水し

ないよう非常用発電設備は７階に設置。区内２か所には高所カメラを設置し

て、災害状況を把握できるようにしているとのことであった。 

７ 所感 

 ⑴ 船橋市は、債権者である地方公共団体として滞納者の全債権に対する時効

中断、執行停止・放棄や自主納付の際の充当順位付けが適正に行われており、

このような事例を踏まえ、本市においても滞納額削減に向けた取組を進める

必要がある。 

 ⑵ 品川区の小中一貫教育は、児童・生徒の資質や能力を伸ばす取組や改善が

行われ、施設一体型の学校においても、施設内容に様々な工夫がなされてお

り、本市にとっても参考になる事例であった。 

 ⑶ 本市の防災センターの建設に当たっては、迅速な情報収集・指示命令と防

災センター機能維持のために、設備等についても十分検討する必要がある。 


